
 

 

 

さがみはら都市経営ビジョン・アクションプラン 

平成２３年度取組結果について 

 

１ アクションプラン(行動計画)について 

 

市では、平成１７年４月に、総合計画を着実に推進するための中長期的な

経営指針として「さがみはら都市経営ビジョン」を策定するとともに、具体

的な取組を掲げた「アクションプラン」を策定し、都市を経営するという視

点で行財政改革に取り組んできました。この間、津久井郡４町との合併、政

令指定都市への移行により、都市としての形態が変わるとともに、「新・相

模原市総合計画」との整合を図る必要があったことなどからアクションプラ

ンの見直しを行い、現在、平成２２年度から平成２４年度までを計画期間と

する改定後のアクションプランに取り組んでいます。  
 
 

２ 平成２３年度のアクションプランの取組結果 

 

改定後のアクションプランの全７２の取組項目のうち、平成２２年度中に

完了した６項目を除く６６項目を各取組所管局で管理する局管理項目(４９

項目)と市民や学識経験者で構成する相模原市経営評価委員会で管理する委

員会管理項目(１７項目)に分け、評価しました。 

平成２３年度の取組結果(表１参照)は、進捗又はおおむね進捗している項

目(完了、Ａ・Ｂ評価)が６０項目(８３％)を占め、進捗に遅れがある項目

(Ｃ・Ｄ評価)(表３参照)が１２項目(１７％)ありました。 

改善効果額(表４参照)については、「地球温暖化対策推進のための基金の

活用」や「低未利用資産の活用」など１１項目で約３億２，０９７万円とな

りました。 

 

表１ アクションプラン全体の取組結果 

 

評価 局管理項目 委員会管理項目 合計 

完 了【目標達成】 ６(10.9％) ０( 0.0％) ６( 8.3％)

Ａ評価【予定どおり進捗】 ２７(49.1％) ６(35.3％) ３３(45.8％)

Ｂ評価【一部の進捗に遅れあり】 １５(27.3％) ６(35.3％) ２１(29.2％)

Ｃ評価【進捗に遅れあり】 ７(12.7％) ０( 0.0％)  ７( 9.7％)

Ｄ評価【進捗していない】 ０( 0.0％) ５(29.4％)  ５( 7.0％)

合 計 ５５ １７ ７２ 

 



表２ Ａ評価（予定どおり進捗）のうち平成２３年度中に取組が完了した項目 

 

項目 取り組んだ内容 

市民協働推進条例の制定 
協働についての基本理念や原則、市民活動及び地

域活動の推進、市の基本施策などを定める市民協働

推進条例を制定した。 

新・相模原市総合計画における 
ＰＤＣＡサイクルの確立と推進 

新・相模原市総合計画を中心とした市政運営の手

法として、施策評価と一体化した総合計画の進行管

理・評価手法を確立した。 

市民満足度調査の活用 
市民満足度調査と新・相模原市総合計画成果指標

アンケートを統合して実施した。 

市民納得度調査の導入検討 
新・相模原市総合計画の進行管理システムの構築

により、本調査は実施しないこととなった。 

情報システム業務 
オペレーション業務とＳＥ業務の役割分担を見

直し、安全かつ効率的な運営を行う体制を構築し、

職員２人分の業務量を委託した。 

中学校給食調理業務 
北部地域の１５校で中学校完全給食を実施する

に当たり、弁当併用デリバリー方式により、給食調

理業務を民間委託で実施した。 

新たな職員評価制度の導入 
評価結果を参考とした給与上の処遇への反映に

ついて、昇給への反映を実施した。 

庁内分権の進展による管理部門の 
統合や縮小 

庁内分権を推進し、内部管理部門の職員数の見直

しを実施した。 

課内室・小規模課の整理統合 
組織改正により、原則全ての課内室を廃止すると

ともに、職員６人以下の小規模課の見直しを実施し

た。 

ネーミングライツの導入 
市で所有する施設等にスポンサー企業名等を付

すネーミングライツを導入した。 

土地開発公社保有土地の取得計画の推進 
土地開発公社経営計画において保有土地の削減

に向け、新たな目標値を設定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 



表３ 進捗に遅れがある項目 
 

進捗が遅れている次の１２項目については、計画期間内の完了を目指し、

取組を進めていきます。 

 
● Ｃ評価(進捗に遅れがある項目)…７項目 

 
項目 取組が遅れた理由等 

団体に対する新たな支援策への転換 

 各区における取組状況を踏まえ、年次計画の取組

内容を再整理することとなったため、当初計画して

いた取組内容は実施を見送った。 

新たな政策決定支援体制の導入・活用 

（仮称）都市経営戦略委員の設置の検討を進めて

いたが、より効果的な方法を再検討するため、平成

２４年度の都市みらい研究所における取組の成果

や課題を踏まえることとしたため。 

新たな民間活力の活用方策の導入 
 取組の前提となる「ＰＰＰの導入に関する活用指

針の策定」の遅れによるもの。 

庶務事務 

庶務事務の民間委託等の推進から、更なるシステ

ム化へ方針を変更したため、民間委託等の実施を見

送った。 

公立保育所の民営化 

国において「子ども・子育て新システム」の関連

法案が審議中であるため、具体的な方針の決定には

至らなかった。 

発災時非常配備体制の充実 
東日本大震災により、防災計画の見直しを行う必

要が生じたため。 

市営住宅敷地、道路・駐車場施設等の有効

活用の推進 

市営住宅の敷地への自動販売機設置は、震災によ

る節電により見送り、駐車場等施設への広告掲出

は、広告主の応募が見込まれず、予定どおり進める

ことができなかったため。 

 
● Ｄ評価(進捗していない項目)…５項目 

 
項目 取組が遅れた理由等 

関与の基準による団体事務局事務の適正化

の実施 

汎用的な基準を先に作成し、団体への関与を適正

化する手法から、実態を把握した上でその状況に合

わせて基準を策定する方向へ変更したため。 

使用料・手数料の定期見直し 
取組の前提となる「受益者負担の基準の明確化」

の遅れによるもの。 

利用料金見直し基準の策定による指定管理

者制度の活性化 

取組の前提となる「受益者負担の基準の明確化」

の遅れによるもの。 

新たな受益者負担の導入 
取組の前提となる「受益者負担の基準の明確化」

の遅れによるもの。 

パブリック・プライベート・パートナーシ

ップ（ＰＰＰ）の導入に関する活用指針の

策定 

事例研究に基づき、ＰＰＰ活用指針についての素

案策定を行ったが、庁内会議まで進行させることが

できなかったため。 

 
 



表４ 改善効果額 
 

増収額が生じた取組項目（５項目） １７９，１５２千円

削減効果額が生じた取組項目（６項目） １４１，８１９千円

改 善 効 果 額 合 計 ３２０，９７１千円

 

◆増収が生じた取組項目 

項目名 効果額 

地球温暖化対策推進のための基金の活用 １０１，１２４千円

企業立地の促進及び工業系産業用地の保全 ６，０５０千円

ネーミングライツの導入 ６，１１０千円

行政財産の貸付（自動販売機・動画モニター） ５，０４８千円

低未利用資産の活用 ６０，８２０千円

合 計 １７９，１５２千円

 

◆経費の削減が生じた取組項目 

項目名 効果額 

事業仕分けの実施 ５２，６８７千円

広報関連業務 ３，８５９千円

情報システム業務 １４，５３０千円

一般ごみ収集業務 ４６，５９７千円

小学校給食調理業務 １０，１６５千円

中学校給食調理業務 １３，９８１千円

合 計 １４１，８１９千円

 
 

 
 

 

問い合わせ先 
経営監理課 
０４２－７６９－９２４０ 


